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【研究の目的】 
 会社法制における英米法の影響は、アジア諸国のみならず、欧州諸国でも高まっている。その反面、
その受容は限定的でもあり、各国の固有なルールも多い。本研究は、アジア・欧州諸国の会社法制と英
米会社法制の受容に関する比較検討し、会社法制のグローバル展開とわが国会社法制のあり方を検討す
る。 
 
【研究活動及び成果】 

今年度も感染症対策の観点から対面での研究会形式ではなく、オンライン形式で各自のテーマに関連
した意見交換を行った。意見交換では、フランスやイギリスにおける会社法制の変化について、今後の
日本の会社法制に与える影響について扱った。また、近時の企業買収などをめぐる裁判例の動向につい
て、比較法的な視点での意見交換を行った。 
学術雑誌 

木下  崇「少数株主の招集する総会における議案要領通知請求権」『TKC新・判例解説Watch Web
版』(2021年10月) 

刊行物 
三浦  治「平成26年改正・令和元年改正と平仄をあわせた不公正発行規制」野田博・大杉謙一・小

宮靖毅編『商事立法における近時の発展と展望－丸山秀平先生古稀記念論文集』中央経
済社（2021年10月） 

木下  崇「濫用的な会社分割と会社法による債権者の保護」野田博・大杉謙一・小宮靖毅編『商事
立法における近時の発展と展望－丸山秀平先生古稀記念論文集』中央経済社（2021年10
月） 

一ノ澤直人「社外取締役に関する令和元年会社法改正とCGコード改定案における取締役会の機能発揮
－英国における取締役会議長の展開を手懸かりとして」野田博・大杉謙一・小宮靖毅編
『商事立法における近時の発展と展望－丸山秀平先生古稀記念論文集』中央経済社（2021
年10月） 
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